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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,514,114 1,714,191

受取手形 543 1,811

売掛金 ※1  2,390,234 ※1  2,143,832

商品及び製品 8,953 25,344

仕掛品 518,164 237,392

前払費用 43,078 39,195

短期貸付金 58,562 52,184

未収入金 ※2  29,379 32,185

繰延税金資産 151,356 149,000

その他 1,043 1,939

貸倒引当金 △6,000 △5,500

流動資産合計 4,709,429 4,391,577

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  1,203,925 ※1  1,212,372

減価償却累計額 △710,577 △740,872

建物（純額） 493,347 471,500

構築物 ※1  10,840 ※1  10,840

減価償却累計額 △9,815 △9,960

構築物（純額） 1,025 879

車両運搬具 2,881 2,881

減価償却累計額 △199 △1,315

車両運搬具（純額） 2,681 1,565

工具、器具及び備品 295,623 306,345

減価償却累計額 △205,946 △229,149

工具、器具及び備品（純額） 89,676 77,196

土地 ※1  3,304,710 ※1  3,304,710

有形固定資産合計 3,891,442 3,855,853

無形固定資産   

のれん 38,681 19,341

ソフトウエア 177,144 176,719

ソフトウエア仮勘定 6,850 －

電話加入権 9,815 9,815

無形固定資産合計 232,491 205,876

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  1,080,236 ※1  546,889

関係会社株式 89,450 77,500

出資金 100 100

長期貸付金 191,284 99,700

従業員に対する長期貸付金 19,562 16,380

関係会社長期貸付金 30,000 －

繰延税金資産 88,696 －

保険積立金 223,328 463,564

長期預金 200,000 200,000
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

その他 131,523 111,301

貸倒引当金 △142,000 △73,100

投資その他の資産合計 1,912,181 1,442,336

固定資産合計 6,036,115 5,504,065

資産合計 10,745,545 9,895,643

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  544,883 424,061

1年内償還予定の社債 698,000 220,000

短期借入金 ※1  505,200 ※1  582,200

1年内返済予定の長期借入金 ※1  856,850 ※1  1,014,920

未払金 194,423 274,071

未払法人税等 23,224 16,452

未払消費税等 106,134 121,252

未払費用 99,073 76,341

預り金 31,211 32,772

賞与引当金 278,581 243,312

役員賞与引当金 20,000 －

その他 46,530 42,943

流動負債合計 3,404,111 3,048,327

固定負債   

社債 420,000 380,000

長期借入金 ※1  1,321,580 ※1  1,581,060

役員退職慰労引当金 22,000 22,000

長期未払金 173,883 131,887

固定負債合計 1,937,463 2,114,947

負債合計 5,341,575 5,163,275

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,905,422 2,905,422

資本剰余金   

資本準備金 1,949,999 1,949,999

資本剰余金合計 1,949,999 1,949,999

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 445,467 200,408

利益剰余金合計 445,467 200,408

自己株式 △129,933 △244,817

株主資本合計 5,170,956 4,811,012

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 233,013 △78,645

評価・換算差額等合計 233,013 △78,645

純資産合計 5,403,970 4,732,367

負債純資産合計 10,745,545 9,895,643
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平成20年６月30日

株式会社フォーカスシステムズ 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社フォーカスシステムズの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社フォーカスシステムズ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あらた監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 岩 尾  健太郎 

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 出 口  眞 也 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２．前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月23日

株式会社フォーカスシステムズ 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社フォーカスシステムズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社フォーカスシステムズ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、

株式会社フォーカスシステムズの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告

に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任

は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制に

より財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社フォーカスシステムズが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 岩 尾  健太郎 
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月30日

株式会社フォーカスシテムズ 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社フォーカスシテムズの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第32期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社フォーカスシテムズの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あらた監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 岩 尾  健太郎 

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 出 口  眞 也 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２．前事業年度の財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

─ 88 ─



 

  

平成21年６月23日

株式会社フォーカスシステムズ 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社フォーカスシステムズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第33期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、 株式会社フォーカスシステムズの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士 岩 尾  健太郎 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社フォーカスシステムズ 

【英訳名】 Focus Systems Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 石橋 雅敏 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東五反田二丁目７番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

  

  



代表取締役社長石橋雅敏は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業

会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の

評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

た。  

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統

制の有効性に関する評価を行った。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社を対象として行った全社的な内部統

制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社

２社及び持分法適用関連会社１社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全

社的な内部統制の評価範囲に含めていない。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の２／３に達している

１事業拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく

関わる勘定科目として売上高、売掛金、棚卸資産、有形固定資産、無形固定資産、投資有価証券及び法人

税等に至る業務プロセスを評価の対象とした。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

した。 

  

該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社フォーカスシステムズ 

【英訳名】 Focus Systems Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 石橋 雅敏 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東五反田二丁目７番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

  

  



当社代表取締役社長 石橋雅敏は、当社の第33期(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)の有価証券

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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